
　※10　子どもの権利条例第3章に掲げる四つの区分

　※11　国の大綱における重点施策の区分
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1 地域保健活動
　地域での保健活動を推進するため、３５地区に地区担当保健師を配
置し、育児支援を行います。

○ 継続 健康づくり課

2 児童虐待相談事業
　虐待の恐れのある子どもについて、児童相談所をはじめとする関係
機関と連携しながら、虐待からの避難や、発生抑止に向けた取組みを
行います。

○ 継続 こども福祉課

3
児童虐待防止連絡事
業

　子育てに困難を抱える家庭に対し、児童相談所や、病院、学校など
関係する機関が協力して対応するために連携会議を行い、子どもの安
全と安心の確保につなげます。

○ ○ 継続 こども福祉課

4
子どもの居場所づく
り事業

　子どもの孤食や欠食を防ぐとともに、学習支援や保護者支援を行
い、地域の中に健康と安全を守るための居場所づくりを促進します。

○ ○ 拡充 こども福祉課

5 母子ホーム運営事業
　ＤＶ及び子どもの養育、住宅困窮等により不安を抱えた母子世帯が
安心して自立に向け生活できる場を提供し、子どもの安全安心を確保
します。

○ 継続 こども福祉課

6

子どもの相談救済事
業（青少年相談、ま
ちかど保健室、子ど
もの権利相談室ここ
ろの鈴）

　子どもの権利侵害に対する救済、回復を支援するため、子どもや親
からの相談に対応しています。また、青少年に関する悩みや、心や体
に不安を抱える中高生からの相談、子どもの権利侵害に対する救済、
回復を支援するための子どもや親からの相談にも対応しています。

○ 継続 こども育成課

7
給食の提供・食育の
推進事業

　保育園・幼稚園では、毎日の食事（給食）を食育の基本と考え、乳
幼児の健康な心と身体を培い、豊かな人間性を育むことを食育の目標
としています。
　食育を保育内容の一環として位置付け、保育内容との連携を十分に
とり、情緒の安定を図り、友達や保育者などと楽しい食事や子どもの
発達段階に応じた食に関わる体験を通して、家庭や地域との連携をと
りながら、子どもたちの「食を営む力」の育成に取り組んでいます。

○ 継続 保育課

8
幼保小連絡協議会の
実施

　就学前教育と小学校教育の連携を促進するため、幼保小の段差解
消、滑らかな接続、子どもの実態や家庭状況等を把握し、研究協議等
を行います。

○ ○ ○ 継続 学校教育課

9
コミュニティスクー
ル事業

　地域・保護者・学校などが子どもや地域に対する願いや思いを共有
し連携・協働しながら子どもを育てる「地域とともにある学校づく
り」を推進するものです。

○ 継続
生涯学習課
中央公民館

家庭における権利
の保障と支援

1
地域保健活動【再
掲】

　地域での保健活動を推進するため、３５地区に地区担当保健師を配
置し、育児支援を行います。

○ 継続 健康づくり課
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　この別表では、条例に定義された四つの視点で整理を行った課題に対応するものとして、各課が取り組む事業を分類
するとともに、国の大綱に示された重点施策項目との関連性を整理しています。
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4
子どもの居場所づく
り事業【再掲】

　子どもの孤食や欠食を防ぐとともに、学習支援や保護者支援を行
い、地域の中に健康と安全を守るための居場所づくりを促進します。

○ ○ 拡充 こども福祉課

6

子どもの相談救済事
業（青少年相談、ま
ちかど保健室、子ど
もの権利相談室ここ
ろの鈴）【再掲】

　子どもの権利侵害に対する救済、回復を支援するため、子どもや親
からの相談に対応しています。また、青少年に関する悩みや、心や体
に不安を抱える中高生からの相談、子どもの権利侵害に対する救済、
回復を支援するための子どもや親からの相談にも対応しています。

○ 継続 こども育成課

10
男女共同参画推進事
業（相談事業）

　離婚や生活苦、子どもに関する相談内容については、担当課につな
げ、対応を依頼します。

○ 拡充 人権共生課

11
男女共同参画推進事
業（講座事業）

　離婚にはあらかじめ将来への様々な準備や働き方・生き方の見通し
が必要であることを考える講座、安易な離婚に至らないよう夫婦のコ
ミュニケーションをよくする方法の講座等を実施します。

〇 拡充 人権共生課

12
多文化共生推進事業
（多文化共生プラザ
相談業務）

　母語の分かる多言語相談員が受け、生活苦や子どもに関する相談に
ついては、担当課・学校・支援団体と連携して対応します。

〇 継続 人権共生課

13 フードドライブ

　食品ロス削減と生活困窮者支援のため、家庭で余っている食品を集
め、まいさぽ松本やこども食堂等に配布する取組みに共催し、広報や
会場の提供を実施しています。（主催：ＮＰＯ法人フードバンク信
州）

○ 継続
環境・地域エネル

ギー課

14
松本キッズ・リユー
スひろば事業

　子育て世帯への支援とごみの減量化のため、家庭で使用しなくなっ
た育児・子ども用品を回収し、希望する方に無料で配付しています。

○ 継続
環境・地域エネル

ギー課

15 養育支援訪問事業
　養育支援が必要な家庭に助産師が訪問し、保護者の自立に向けた指
導・助言を行います。

○ 継続 こども福祉課

16 母子保健事業

　すべての妊産婦及び母子に対し、妊娠届出時の対面相談を始め妊婦
健診や両親学級等の実施により安心して出産できる環境づくりを支援
し、出産後は産後ケア乳幼児健診、育児学級、訪問指導等を実施する
とともに、育児や発達の相談を受け、適宜関係機関へつなぐなど切れ
目のない支援を行います。

○ 継続 健康づくり課

17 生活保護制度

　病気や事故、その他の理由で、収入がなくなったり少なくなったり
したとき、最低限度の生活ができるように、国が決めた基準に基づい
て、生活費や医療費などの経済的支援と親の就労支援を行うことで、
子どものいる世帯の経済的安定を図ります。

○ ○ 継続 生活福祉課

18
病児・病後児保育事
業

　当面病状の急変は認められないが、病気の回復期に至らない生後５
カ月から小学３年生までの児童で、市内在住又は市内在勤及び協定市
町村在住の保護者の児童を対象として、病児保育事業を実施していま
す。
　病気回復期の満１歳以上の児童で、集団保育に出すのは心配という
市内在住または市内在勤の保護者の児童を対象として、病後児保育事
業を実施しています。
　両事業とも、市内在住で保育園、幼稚園等に在籍している児童の保
育時間内の利用料は無料です。

○ ○ 継続 こども育成課

19 休日保育事業
　日曜、祝日に保護者の就労や傷病等で家庭での保育が困難な、市内
在住の１歳以上の就学前児童を対象として、こどもプラザで実施して
います。

○ ○ 継続 こども育成課
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20
ながの子育て家庭優
待パスポート事業

　18歳以下の子どもを１人以上育てている世帯を対象に、協賛店で割
引などのサービスを受けられるパスポートカードを配布しています。
　また、子どもを３人以上育てている世帯を対象として、割引率の引
き上げなどの優遇サービスが受けられる「多子世帯応援プレミアムパ
スポート」の配布も併せて行っています。

○ 継続 こども育成課

21
こんにちは赤ちゃん
事業

　生後４カ月までの乳児のいる全ての家庭を各地区の民生・児童委員
が訪問し、子育てに関する悩みを聞くことで、乳児家庭の孤立を防ぐ
とともに子どもに対する虐待の発見・予防につなげます。

○ 継続 こども福祉課

22 幼稚園保育料の軽減

　令和元年１０月から幼児教育・保育の無償化が開始され、３歳から
５歳の子どもと、市民税非課税世帯の０歳から２歳の子どもの保育料
等が無償化されました。
　また、低所得世帯を対象に、副食費の実費徴収額の一部を補助して
います。

○ 継続 保育課

23
ファミリー・サポー
ト・センター事業

　０歳から概ね１５歳までの子どもを、預かって欲しい方（依頼会
員）と子どもを預かっていただける方（協力会員）が会員となり、有
料で子育てのサポートを行う制度です。

○ ○ 継続 こども育成課

24
子ども・子育て安心
ルーム事業

　母子保健コーディネーター、子育てコンシュルジュ、保育コンシェ
ルジュ等が連携し、妊娠、出産から子育てまで、切れ目のない寄り添
い型の支援をすることにより、子育て環境の向上を図ります。

○ 継続 こども育成課

25
子育てサポーター訪
問事業

　０歳から概ね１５歳までの子どもを持つ家庭を対象として、依頼会
員宅での託児やの育児に伴う家事援助等を有料で実施しています。

○ ○ 継続 こども育成課

26
子育て支援センター
運営事業
(こどもプラザ)

　主に未就園の子どもとその保護者を対象に、育児講座の開催や、子
育て家庭の交流、情報交換、相談の場として、安心して子育てができ
る環境を整備するとともに、地域の子育て支援機能の充実を図ってい
ます。

○ 継続 こども育成課

27 つどいの広場事業

　未就園の子どもとその保護者を対象に、地域で保護者同士が情報交
換や交流ができる場を提供し、子育て不安の軽減や仲間づくりの支援
を実施しています。利用料は無料です。（託児料、材料費などの実費
はいただく場合があります。）

○ 継続 こども育成課

28 保育園保育料の軽減

　令和元年１０月から幼児教育・保育の無償化が開始され、３歳から
５歳の子どもと、市民税非課税世帯の０歳から２歳の子どもの保育料
等が無償化されました。
　保育料は、利用者の負担能力を勘案した応能負担を基本としていま
すが、多子世帯等に対する市独自の保育料の軽減や、生活保護世帯を
対象に保育料以外で支払う実費徴収額の一部を補助しています。

○ 継続 保育課

29 ひとり親相談事業
　ひとり親家庭等の身上相談に応じ、その自立に必要な助言を行うこ
とで、子どもの養育環境の改善を図ります。

○ 継続 こども福祉課

30
高等職業訓練促進事
業費給付事業

　母子家庭の母が、就職に有利な資格を取得するため養成機関（１年
以上のカリキュラム）に修学する場合、その期間の生活の負担軽減を
図り、資格の取得を促進することで母子家庭の経済的安定を図りま
す。

○ 継続 こども福祉課

31
児童扶養手当給付事
業

 離婚など事情により、お子さんの養育に経済的困難を抱える方等を対
象に手当を支給し、ひとり親家庭の経済的安定を図ります。

○ 継続 こども福祉課

32 職業・労働相談

　求職中の方を対象とした就職相談を始め、雇用、賃金、労働時間、
職場のトラブルなど労働問題全般について、専門の相談員が相談に応
じます。ハローワークの求人票の閲覧もでき、子育て中の親に就業の
機会を提供します。

○ 継続 労政課
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33
女性デジタル人材育
成研修事業

　子育てなどによりフルタイム就労が困難な方に対して、企業のデジ
タル化を支援する上で有効となる「基礎的なＩＴスキル」としてExcel
の認定資格を取得できるよう研修を実施し、女性の就労復帰やスキル
アップを支援します。

○ 継続 労政課

34

市営住宅入居者で、
20歳満たない者がい
る母子家庭等に対す
る家賃の減免

　著しく世帯収入の低い母子世帯等について、家賃を減免することに
より、入居者の居住の安定を図り、子どもの貧困対策につなげます。

○ 継続 住宅課

4
子どもの居場所づく
り事業【再掲】

　子どもの孤食や欠食を防ぐとともに、学習支援や保護者支援を行
い、地域の中に健康と安全を守るための居場所づくりを促進します。

○ ○ 拡充 こども福祉課

35 学都松本寺子屋事業
　子どもたちの学習習慣の定着や基礎学力及び自己肯定感の向上を図
るため、学校や家庭以外の居場所で子どもに豊かな学びの機会を提供
し、地域の大人が子どもたちを支える仕組みを整えるものです。

○ 拡充 教育政策課

36
生活保護世帯の子ど
もに対する学習支援

　生活保護世帯の子どもを対象として、子ども健全育成支援員が自宅
を訪問し、学習支援を行うとともに、保護者からの養育相談等に対応
します。

○ ○ 継続 生活福祉課

37
放課後子ども教室推
進事業

 放課後留守家庭に限らず、全小学生を対象とした放課後の居場所を設
置しています。

○ 継続 こども育成課

38
自立支援教員・中学
校学力向上推進教員
等配置事業

　市内小学校・中学校に配置している市費教員について、「新たな不
登校を生まない取組み」、「不登校状態の改善」等、不登校児童生徒
対策に取り組みます。各校の実情に合わせて個に寄り添った支援によ
り社会的自立を目指します。

○ 継続 学校教育課

39
スクールソーシャル
ワーカー等による支
援体制の整備

　貧困家庭を含めた小中学生及び保護者等を対象に、社会福祉主事経
験者を市スクールソーシャルワーカーとして活用し、不登校、いじ
め、学級・学習不適応などに対する相談体制の充実を図ります。

○ ○ 拡充 学校教育課

40
夜間中学・学級の研
究、学習機会の確保

　全ての児童生徒等の学習機会の保障を目的に、夜間中学の役目、意
義などについて県と連携して研究を行います。

○ 継続 教育政策課

41
松本市ヤングにほん
ご教室

 学齢期を過ぎても高校へ通えていない外国籍の子どもたち、また、中
学生や高校生の外国籍の子どもたちを対象に日本語指導及び教科指
導、また就労支援を行います。

○ 継続
生涯学習課
中央公民館

9
コミュニティスクー
ル事業【再掲】

　地域・保護者・学校などが子どもや地域に対する願いや思いを共有
し連携・協働しながら子どもを育てる「地域とともにある学校づく
り」を推進するもの。

○ 継続
生涯学習課
中央公民館

42

日本語を母語としな
い児童生徒支援事業
（松本市子ども日本
語教育センター）

　日本語を母語としない児童生徒への支援を目的に、田川小学校内に
松本市子ども日本語教育センターを設置し、日本語教育に関する相談
業務、コーディネート業務や、小・中学校で日本語教育支援員等によ
る派遣授業を実施しています。

○ ○ 継続 学校教育課

43
要保護・準要保護児
童生徒就学援助事業

　経済的理由により就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対
し、等しく教育が受けられるよう、教育費の一部として新入学学用品
費、学校給食費、校外活動費、修学旅行費、学用品費等を援助するも
のです。学校を通して、全保護者に制度について周知しています。

○ 拡充 学校教育課
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家庭における権利
の保障と支援

子どもの
権利項目
※10

№ 事業名等 事   業   内   容

大綱に基づく　※11
重点施策項目分類
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44
松本市育英資金奨学
金制度

　意欲と能力がある学生等が、経済的理由により進学を断念すること
がないよう、奨学資金を貸与するものです。貸与した奨学金は、要件
が整えば返済が免除される償還免除制度もあります。

○ ○ 継続 学校教育課

45
特別支援教育就学奨
励事業

　特別支援学級に就学する児童生徒の保護者の負担を軽減して、障害
のある児童生徒が等しく教育を受けられるよう、教育費の一部を援助
するものです。

○ ○ 継続 学校教育課

4
子どもの居場所づく
り事業【再掲】

　子どもの孤食や欠食を防ぐとともに、学習支援や保護者支援を行
い、地域の中に健康と安全を守るための居場所づくりを促進します。

○ ○ 拡充 こども福祉課

36
放課後子ども教室推
進事業【再掲】

 放課後留守家庭に限らず、全小学生を対象とした放課後の居場所を設
置しています。

○ 継続 こども育成課

9
コミュニティスクー
ル事業【再掲】

　地域・保護者・学校などが子どもや地域に対する願いや思いを共有
し連携・協働しながら子どもを育てる「地域とともにある学校づく
り」を推進するもの。

○ 継続
生涯学習課
中央公民館

46 子どもの生活支援
　週１～２回保育士による育児相談を実施しています。その中で利用
者の服装や様子等を見守り、気になることがあれば声掛けをして、必
要があれば担当課につなげます。

○ 継続 人権共生課

47
放課後児童健全育成
事業

　保護者の就労等により放課後留守家庭となる小学生を対象に、遊び
や生活の場を提供し、その健全な育成を図るために、児童館・児童セ
ンター等で実施しています。

○ 継続 こども育成課

48
子どもの支援・相談
スペース「はぐルッ
ポ」

　不登校等で、引きこもりがちな小・中学生などの居場所を開設し、
子どもや保護者の相談対応や学習支援を行います。

○ ○ 継続 こども育成課

49
子どもの貧困対策活
動団体連絡会議の開
催

　子どもの貧困対策に取り組む団体との連携により、より効果的な対
策の実現、実施を目指します。

○ 継続 こども福祉課

50
子どもにやさしいま
ちづくり推進計画の
検証

　子どもにやさしいまちづくり推進計画の内容や実施状況について協
議し、市民・有識者で構成する子どもにやさしいまちづくり委員会で
計画の検証を行います。

○ ○ 継続 こども育成課

51
出産・子育て応援給
付金

妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援と、妊娠時と出
産後にそれぞれ５万円相当を給付する経済的支援を一体として行いま
す。

○ ○ 継続 健康づくり課

地域における権利
の保障と支援

その他関連する取
組み

子どもの
権利項目
※10
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